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２００８年４月７日 

各   位 

会 社 名  イ オ ン 株 式 会 社 

 

 

 

 

 

純粋持株会社純粋持株会社純粋持株会社純粋持株会社体制体制体制体制へのへのへのへの移行移行移行移行にににに伴伴伴伴うううう会社分割会社分割会社分割会社分割にににに関関関関するするするするおおおお知知知知らせらせらせらせ    

 

当社は、本年２月１３日に公表の通り、本年８月２１日付で純粋持株会社体制へ移行す

るため、本日開催の取締役会において、小売等の事業部門を分割し、当社の１００％子会

社であるイオンリテール株式会社（以下「吸収分割承継会社」）に承継することを決議し、

本年５月１５日開催予定の定時株主総会に付議することを決定いたしましたのでお知らせ

いたします。 

当社は上記の会社分割後、グループ各社の株式を保有する純粋持株会社となり、引き続

き上場会社となる予定です。 

また、吸収分割契約の締結、および定款の一部変更は、いずれも本年５月１５日開催予

定の定時株主総会による承認決議がなされることを条件に実施いたします。 

 

記 

 

１．会社分割の目的 

当社は、これまでグループ各社の自律性を尊重する開かれたグループ経営により、  

多数の子会社が成長を遂げるとともに、理念を共にする国内外の優良企業と資本・業務

提携を図ることにより、成長を果たしてまいりました。 

  今日、グループの姿は大きく変化を遂げ、連結営業収益は５兆 1,000 億円超、関連会

社（連結子会社・持分法適用会社）は 168 社となるなど、グループ規模の拡大と業容の

多様化が進んでおります。また、銀行の開業に伴う総合金融事業や、中国を中心とする

海外事業の展開等、新たな成長領域への挑戦が既に始まっております。 

今後一層の成長を図り、グループ全体の企業価値の向上を目指すためには、グループ

マネジメント体制の改革が急務であると認識しております。 

 

上述の状況に対処するため、①グループの新たな成長モデルの構築、②事業構造の  

再構築、③「集中と分権」の更なる強化を確実に実現し、企業価値の向上を図ることを

目的として、純粋持株会社体制へ移行いたします。 
 
①グループの新たな成長モデルの構築 
 将来の成長戦略が、国内小売事業をはじめとする現主力事業に偏重することなく、

適正なバランスを確保するため、「持株会社（戦略）」と「事業会社（事業）」に明確に

分離する純粋持株会社体制に移行し、各々がその職務に専念する体制とします。 
持株会社は、経営資源の最適配分と、事業の選択と集中を実現するため、イノベー

ションの創出や改革のスピードアップをはじめ、戦略立案機能の強化を図ります。 
また事業会社は、経営理念である「お客さま第一」やお客さま満足の実現に専念し、

専門性・地域密着性の飛躍的向上等、事業強化への俊敏な対応を可能とする機動力の

強化を実現してまいります。 
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②事業構造の再構築 
 現時点におけるグループの最重要課題である、ＧＭＳ（総合小売事業）改革、グル

ープ最大の事業会社であるイオン株式会社単体の収益力強化をはじめとする、事業構

造の再構築を確実に推進する必要があります。 
純粋持株会社体制への移行により、持株会社機能を本体の主力であるＧＭＳ事業か

ら名実ともに分離することで、グループ全体戦略の視点から、抜本的な改革の早期実

現を図ってまいります。 
 
③「集中と分権」の更なる強化 
 当社は、グループの理念や共通機能を共有・集約しつつ、各社の独自性を活かす、

「集中と分権」という独自のグループマネジメントを推進してまいりました。 
純粋持株会社体制への移行に伴い、事業の枠を越え、商品をはじめとするスケール

メリットの創出、各種共通機能の集中化・効率化等、高いレベルのグループシナジー

を創出する一方で、事業別マネジメント体制の強化を図り、権限と責任を明確にした

事業完結型のグループ経営を推進する、高度な「集中と分権」を目指します。 
権限委譲に伴う責任体制をより明確にする経営を確立することにより、意思決定の

スピードアップ、次代を担う経営トップ層の育成を図ってまいります。 
 

２．会社分割の要旨 

（１）分割の日程 

吸収分割契約承認取締役会           ２００８年４月 ７日（月）      

吸収分割契約承認株主総会           ２００８年５月１５日（木）（予定）         

吸収分割の予定日（効力発生日）     ２００８年８月２１日（木）（予定）  

 

（２）分割方式 

    当社を分割会社として、吸収分割承継会社を承継会社とする吸収分割です。 

    

（３）分割に係る割り当ての内容 

イオンリテール㈱が発行する普通株式９９,８００株は、全て当社に対して割当交付

されます。 

 

（４）分割により減少する資本金等 

   資本金は変更ありません。 

    

（５）分割会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

     当社は新株予約権を発行しておりますが、本分割によるこれらの取扱いに変更はあり

ません。また、新株予約権付社債は発行しておりません。 

 

（６）吸収分割承継会社が承継する権利義務 

     吸収分割承継会社が当社から承継する権利義務は、分割効力発生日現在において当社

が有する資産、債務、契約上のその他地位権利義務のうち、２００８年４月７日付の   

分割契約書に定めるところによるものとします。尚、吸収分割会社が当社から承継する

債務については、吸収分割承継会社が免責的に引き受けます。 

 

（７）債務履行の見込み 

   当社および吸収分割承継会社が負担すべき債務については、履行の見込みに問題はな

いものと判断いたしております。    
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３．分割当事会社の概要    

(1) 商 号 イオン株式会社 

（分割会社） 

イオンリテール株式会社［単体］ 

  （吸収分割承継会社）(注 2) 

(2) 事 業 内 容 総合小売業 吸収分割承継前は事業を行っ

ておりません 

(3) 設立年月日 1926 年 9月 21 日 1986 年 7月 30 日 

(4) 本店所在地 千葉県千葉市美浜区中瀬 

一丁目 5番地 1 

千葉県千葉市美浜区中瀬 

一丁目 5番地 1 

(5) 代 表 者 取締役兼代表執行役社長 

岡 田 元 也 

代表取締役社長 

村 井 正 平 

(6) 資 本 金 199,054 百万円 1,000 万円 

(7) 発行済株式総数 800,446 千株 200 株 

(8) 純 資 産 11,674 億円（連結） 306 万円 

(9) 総 資 産   35,914 億円（連結） 313 万円 

(10) 決 算 期 2 月 20 日 2 月 20 日 

(11) 従 業 員 数 241,129 人（連結） 

（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰは 8時間換算） 

0 人 

 

(12) 大株主 

および持株比率 

 

日本ﾄﾗｽﾃｨ・ｻｰﾋﾞｽ信託銀行㈱  4.35% 

日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行㈱      4.04% 

㈱みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行        3.13% 

財団法人イオン環境財団      2.76% 

財団法人岡田文化財団        2.62% 

イオン㈱100% 

(13) 主要取引銀行 

 

 

 

㈱みずほコーポレート銀行 

農林中央金庫 

㈱三井住友銀行 

㈱りそな銀行       他 

㈱みずほコーポレート銀行 

 

 

 

資本関係 

 

当社は、吸収分割承継会社の発

行済株式総数の 100%を保有し

ます。 

人的関係 

 

 

当社は、吸収分割承継会社に取

締役 18 名、監査役 1 名を派遣

しております。 

(14) 当事会社間の関係 

 

 

 

 

 

 取引関係 該当ありません。 

(注) １．分割会社の概要と吸収分割承継会社の各種数値は、2008 年 2 月期時点で記載しております。 

２．イオンリテール㈱は、従前より商号保全会社として存続していた会社です。 
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（15）当社（分割会社）の最近３年間の業績 

【連結】 

決算期 2006 年 2月期 2007 年 2月期 2008 年 2月期 

営業収益（百万円） 4,430,285 4,824,775 5,167,366 

営業利益（百万円） 166,105 189,728 156,040 

経常利益（百万円） 175,989 188,303 166,326 

当期純利益（百万円） 28,932 57,656 43,932 

１株当たり当期純利益(円) 39.61 77.31 55.75 

1 株 当 た り 純 資 産 (円 ) 932.50 1141.40 1136.73 

【単体】 

決算期 2006 年 2月期 2007 年 2月期 2008 年 2月期 

営業収益（百万円） 1,892,909  1,960,265  2,068,712 

営業利益（百万円） 24,297  33,576  31,718 

経常利益（百万円） 31,117  44,045  49,534 

当期純利益（百万円） 2,282  24,452  2,821 

１株当たり当期純利益(円) 3.15  32.79  3.58 

１株当たり配当金(円 ) 15.00  15.00  17.00 

1 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 586.41  786.63  721.51 

 

４．分割する事業部門の内容    

 (1) 分割する事業部門 

  当社が営む小売事業等、効力発生日の前日の経過時に営む一切の事業（但し、株式を

保有する会社の事業活動に対する管理及びグループ運営に関する事業を除く） 

  

(2) 分割する事業の経営成績 

決算期 事業部門（a） 2008年2月期実績（ｂ） 比率（a/b） 

営業収益（百万円） 2,002,892 2,068,712 96.8％ 

売 上 総 利 益 （ 百 万 円 ） 481,236 488,172 98.6％ 

営業利益（百万円） 29,012 31,718 91.5％ 

経 常 利 益 （ 百 万 円 ） 34,028 49,534 68.7％ 

（注）上記は、2008 年 2 月期実績より承継対象外事業を控除した金額であり、当該控除金額には 

      本社経費負担金等は含まれておりません。 

 

 (3) 分割する資産、負債の項目および金額（2008 年 2月 20 日現在） 

資産 負債 

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額 

資   産 9,393 億円  負   債 6,719 億円  

(注) 分割する資産および負債の金額は、2008 年 2 月期現在の貸借対照表その他同日の計算を基礎に算定

したものであり、これに効力発生日前日の経過時までの増減を加除したうえで分割する資産、負債

の金額を確定いたします。 
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６．会社分割後の上場会社の状況 

(1)商 号     イオン株式会社（英文社名：AEON CO., LTD.） 

(2)事 業 内 容     純粋持株会社 

(3)本店所在地     千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１ 

(4)代 表 者     取締役兼代表執行役社長 岡田 元也 

(5)資 本 金     １９９,０５４百万円 

(6)純 資 産     １１,６７４億円（連結） 

(7)総 資 産     ３５,９１４億円（連結） 

(8)決 算 期     ２月末日（予定） 

(9)今後の見通し   本会社分割が、当社の連結業績に与える影響は軽微です。 

 

以 上 

    

    

    

    

    

    

    

    

【参考】純粋持株会社体制への移行イメージ（予定） 

    

 

【現状】

事業部門
（GMS,SM,SuC,DV等）

イオン株式会社 イオン株式会社

【8月21日以降】

・・・

グ
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プ
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・
機
能
会
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群
）

グ
ル
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プ
各
社

（事
業
会
社
・
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能
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群
）

・・・

イオンリテール
株式会社

（GMS,SM,SuC,DV等）

株
主
総
会

＜純粋持株会社＞＜事業持株会社＞

100%

株
主
総
会

イオンリテール
株式会社

100%

8月21日イオン㈱の事業部門を
イオンリテール㈱に承継

●事業会社群を
「GMS」「SM」「戦略的小型店」
「ドラッグ」「専門店」「総合金融」
「ディベロッパー」「サービス」「ノンストア」
「海外」「中国」計11セグメントに分類


